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労働安全衛生法の基本と職場のローアン活動の進め方 

 

 このパンフレットは、２０２５年６月１４日に開催された「 第３２回京都労働安全衛生学校」の第１講

義 労働安全衛生法の基本と職場のローアン活動の進め方」「講講 はいの健京都センターの岩橋祐治事務

局長）の講義のレジュメと資料、講義内容にもとづき、その後の情勢の進展も加味して作成されたもので

す。 

 このパンフレットを学習して、「 職場における労働災害や職業病を防止し、労働者の安全と健康を確保

する一般法”である「 労働安全衛生法」の基本と、労働者・労働組合の いの健」・ ローアン」活動の進

め方を身につけ、職場の労働安全衛生活動に生かしていただければ幸いです。 
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Ⅰ「この間の働くもののいのちと健康をめぐるいくつかの動き 

１「２０２５年の通常国会における労働安全衛生法及び労働施策総合推進法等の 改正」 

労働安全衛生法等の一部改正案が、今年２０２５年の通常国会で可決・成立しました；議案は参議院

の先議で行われ、５月８日に衆議院で可決・成立講共産党とれいわ新選組は、特定機械の検査の規制緩

和などを理由に、反対しました。）し、５月１４日公布されました。 

 改正」労働安全衛生法等の主な内容 

１ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進 

２０２１年５月の建設アスベスト訴訟の最高裁判決において、「労働安全衛生法第２２条（健康障

害防止措置）は、労働者だけではなく、同じ場所で働く労働者でない者も保護する趣旨だ」との判断

を受けて、個人事業主等の業務上災害の防止、ひいては同じ場で働く労働者の災害防止のため、個人

事業主等を労働安全衛生法における保護対象・義務の主体として位置付ける見直しが行われました。 

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害の

防止を図るため、  

① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化な

ど）を定め、併せてＩＬＯ第１５５号条約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）

の履行に必要な整備を行う。 

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。  

２ 職場のメンタルヘルス対策の推進 

○ ストレスチェックについて、“当分の間”努力義務となっていた「労働者数５０人未満の事業場」

についても実施を義務とする。 その際、５０人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十

分な準備期間を確保する。←ストレスチェックの結果にもとづき、職場分析を行い、職場改善に

つなげることが大切です！  

３ 化学物質による健康障害防止対策等の推進 

① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知

義務違反に罰則を設ける。 

② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性

の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。 なお、

代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす

作用や応急の措置等は対象としない。 

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実

施の担保を図る。 

←現在の職場の化学物質管理の問題点について、化学一般は次のような問題点を明らかにしていま

す！；ⅰ.化学物質による健康被害がほとんど明らかにされていない、ⅱ.化学物質の予防対策を

していない事業者が少なくない、ⅲ.化学物質の適正な管理方法をほとんどの人が知らない、ⅳ.



２ 

 

職歴や化学物質の取扱いの記録が労働者・退職者が把握できない、ⅴ.有機則、特化則は有効で

あり、廃止すべきでない、ⅵ.医療機関で職歴を調べていない。                            

４ 機械等による労働災害の防止の促進等 

① ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機

関が実施できる範囲を拡大する。 ←【いの健全国センターの声明より】審査の一部を民間に委ね

ることは責任の所在を曖昧にする。「民間活力の活用」や「行政の更なる効率化」を進めるのではな

く、労働安全衛生行政を担う専門家の育成を含め、国が責任を持って行うべきである。 

② 登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵

守義務を課す。  

５ 高齢者の労働災害防止の推進 

○ 高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する

指針を公表することとする。←「努力義務、指針」では、

効果は限られています。労働安全衛生法は本来罰則を伴っ

た強行法規であり、それを踏まえた法改正が必要です！ 

そもそも「高齢者が働き続けなければいけない社会」、し

かも「非正規で、劣悪な賃金・労働条件で、危険な仕事を

させられている現状」でいいのか？！－が問われなければ

なりません。ことは“高齢者の人権問題”であり、高齢者

が「退職する自由」「安心して老後を過ごす権利」が著しく侵害されているのが問題です！  

施行期日： 

２０２６年４月１日（ただし、１の①の一部は公布日、４の②は２０２６年１月１日、３の③は２０

２６年１０月１日、１の②の一部は２０２７年１月１日、 １①及び②の一部は２０２７年４月１日、 

２は公布後３年以内に政令で定める日、 ３の①は公布後５年以内に政令で定める日） 

 

また労働施策総合推進法等の一部改正案も、今年２０２５年の通常国会で改正されました；５月２０

日に参議院で可決・成立講共産党とれいわ新選組は、ＩＬＯ第１９０号条約 仕事の世界における暴力と

ハラスメントに関する条約」の批准とそれにもとづくハラスメント対策の強化が必要で、提案された改

正案では不充分だとして、反対しました）し、６月１１日に公布されました。 

 改正」労働施策総合推進法等の主な内容 

Ⅰ ハラスメント対策の強化 

● カスタマーハラスメントや、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するために、「雇

用管理上必要な措置」を講じることが、事業者の義務となりました（施行日は公布後１年６カ月以

内の政令で定める日） 
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１ カスタマーハラスメントの義務化 

○ カスタマーハラスメントとは、以下の３つの要素をすべて満たすものを言う。 

① 顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行う、 

② 社会通念上許されない行為により、 

③ 労働者の就業環境を害すること。 

○ 事業者が講ずべき具体的な措置の内容等は、今後「指針」に

おいて示される予定。 

① 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

② 相談体制の整備・周知 

③ 発生後の迅速かつ適切な対応・抑止のための措置等 

２ 求職者等に対するセクハラ対策の義務化 

・ 求職者等（就職活動中の学生やインターンシップ生等）に対しても、セクシュアルハラスメントを

防止するための必要な措置を講じることが事業者の義務となりました。事業主が講ずべき具体的な

措置の内容等は今後、「指針」において示される予定です。 

◎ ＩＬＯ１９０号条約「仕事の世界における暴力とハラスメントに関する条約」を批准して、暴力と

ハラスメントを法律で禁じることが求められています！ 

Ⅱ 女性活躍推進法の改正；“情報公表の必須項目の拡大” 

● これまで従業員３０１人以上の企業に公表が義務付けられていた 「男女間賃金差異」について、１

０１人以上の企業に公表義務を拡大するとともに、新たに 「女性管理職比率」についても１０１人

以上の企業に公表が義務付けられました（従業員１００人以下の企業は「努力義務」） 

● 加えて、従業員３０１人以上の企業は、「男女間賃金差異」及び「女性管理職比率」に加えて、①

「職業生活に関する機会提供に関する実績」から１

項目以上、②「職業生活と家庭生活との両立に資す

る雇用環境の整備の実績」から１項目以上の、計２

項目以上を公表することが義務付けられました。従

業員１０１人以上の企業は、①及び②の全体から１

項目以上公表しなければならなくなりました。 

 

２「ＩＬＯ第１５５号条約 職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約」の批准 

ＩＬＯ第１５５号条約 職業上の安全及び健康並びに作業

環境に関する条約」の締結について承認を求める議案が、４

月２４日衆議院本会議、５月２３日参議院本会議で、全会一

致で可決・承認されました。 
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ＩＬＯ第１５５号条約の主な内容 

１ 自己の生命又は健康に急迫した重大な危険をもたらすと信じる合理的な理由のある作業状態から

退避した労働者は、国内の事情及び慣行に従い、不当な結果から保護される（第１３条）。 

２ 使用者は、作業場、機械、装置及び工程であって、当該使用者の管理の下にあるものが、合理的か

つ実行可能である限り、安全でありかつ健康に対する危険がないものであることを確保することを

要求される（第１６条の１）。 

３ 労働者が、自己の生命又は健康に対し、急迫した重大な危険をもたらすと信じる合理的な理由のあ

る状態を直ちに直接の監督者に報告すること。この場合において、使用者は、必要がある場合に是

正措置をとるまでは、生命又は健康に対し急迫した重大な危険が引き続き存在している作業状態に

戻ることを労働者に要求することができない（第１９条のｆ）。 

４ 職業上の安全及び衛生に係る措置は、労働者に負担させてはならない（第２１条）。 

ＩＬＯ講国際労働機関）は、 中核的労働基準」講＊）に定められている５分野の１０条約をすべての

加盟国が批准するとりくみを進めています。また、これら１０条約に関しては、ＩＬＯ加盟国は、未批准

の場合でも 尊重し、促進し、かつ実現する義務を負う」とされています。 

（＊）【ＩＬＯの中核的労働基準】（５分野・１０条約） 

結社の自由・ 

団体交渉権の承認 

結社の自由及び団結権の保護に関する条約（８７号） 

団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約（９８号） 

強制労働の禁止 
強制労働に関する条約（２９号） 

強制労働の廃止に関する条約（１０５号） 

児童労働の禁止 
就業の最低年齢に関する条約（１３８号） 

最悪の形態の児童労働の禁止及び廃絶のための即時行動に関する条約（１８２号） 

差別の撤廃 
同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約（１００号） 

雇用及び職業についての差別待遇に関する条約（１１１号）＊日本未批准 

安全で健康な労働条件 
職業上の安全及び健康に関する条約（１５５号）＊今回批准 

職業上の安全及び健康促進枠組条約（１８７号） 

 

３「労働安全衛生規則の改正講熱中症対策の強化） 

 地球温暖化の進行に伴い、熱中症となる人が増加して

います。昨年２０２４年、職場における熱中症となり、４

日以上休業した死傷者は１２５７人、死亡した人は３１

人にも及び、いずれも過去最高となっています。業種別に

は、製造業２３５人、建設業２２８人、運送業１８６人、
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警備業１４２人、商業１１６人、清掃・と畜業７６人、農業３２人、林業１０人、その他２３２人となっ

ています。 

 ６月１日、厚生労働省は、熱中症の重篤化による死亡災害を防止するため、熱中症のおそれがある作業

者を早期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に対処するため、「 労働安全衛生規則」を改正・施行

し、事業者に対し、「 早期発見のための体制の整備」、 重篤化を防止するための措置の実施手順の作成」、

 関係作業者への周知」を義務付けました。 

労働安全衛生規則の改正内容の概要 

１ 熱中症を生ずるおそれのある作業（※）を行う際に、  

①「熱中症の自覚症状がある作業者」、②「熱中症のおそれがある作業者を見つけた者」 

がその旨を報告するための体制（連絡先や担当者）を事業場ごとにあらかじめ定め、関係作業者に

対して 周知すること。  

２ 熱中症を生ずるおそれのある作業を行う際に、  

①作業からの離脱、②身体の冷却、③必要に応じて医師の診察又は処置を受けさせること、④事業

場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び所在地等など、熱中症の症状の悪化を防止するた

めに必要な措置に関する内容や実施手順を事業場ごとにあらかじめ定め、関係作業者に対して周知

すること。 

※ WBGT （球黒球黒度度）28 度又は気度 31 度以上の作業場において行われる作業で、継続して１時間以上又は１

日当たり４時間を超えて行われることが見込まれるもの 

 

４「２０２４年の労働災害発生状況 

(1)全国の状況講厚生労働省、２０２５年５月３０日発表） 

２０２４年の労働災害による死亡者数「講新 コロナウィルス感染症罹患者を除く）は７４６人「講年年 

▲９人）で過去最少となっています。休業４日以上の死傷者数は１３５，７１８人「講年年 ３３４７人）

で４年連続の増加となりました。ちなみに、コロナ感染症の罹患による労災死亡者数は１人講年年 ▲３

人）、休業４日以上の死傷者数は１５，１９６人講年年 ▲１８，４４１人）でした。 

死亡の業種別では、建設業２３２人、製造業１４２人、陸上貨物運送事業１２３人、商業５５人の順で、

事故の 別では、墜落・転落１８８人、交通事故講道路）１２３人、はさまれ・巻き込まれ１１０人の順

でした。 

死傷者の業種別では、製造業２６，６７６人、商業２２，０３９人、保健衛生業１８，８６７人、陸上

貨物運送業１６，２９２人の順で、事故の 別では、転倒３６，３７８人、腰痛等の動作の反動・無理な

動作２２，２１８人、墜落・転落２０，６９９人の順でした。 

雇用者全体に占める６０歳以上の高齢者の割合は１９．１％ですが、労災による休業４日以上の死傷

者数に占める６０歳以上の高齢者の割合は３０．０％もあり、６０歳以上の高齢者の労災発生率は、３０

歳代との 較で、男性は約２倍、女性は約６倍となっています。休業見込み期間も年齢が上がるにつれて

長くなっています。 
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外国人労働者の雇用者全体に占める割合は３．８％ですが、労災の死傷者数に占める割合では４．６％。

労災発生率講死傷年千人率）は、全体が２．３人で、外国人労働者は２．７１人、特に技能実習３．９８

人、特定技能３．９１人、身分に基づく在留資格３．６３人となっています。 

(2)京都の状況講京都労働局、２０２５年６月１８日発表） 

 ２０２４年の労災死亡者数は５人〔製造業２人、運輸業２人、

清掃・と畜業１人／墜落・転落２人、飛来・落下１人、激突さ

れ１人、交通事故講道路）１人）と年年の１７人に べて１２

人減少し、統計を取り始めた１９５８年以降の６７年間におい

て過去最少となりました。特に建設業で死亡者がゼロとなった

のは初めてとのことです。 

休業４日以上の死傷者数は、２０１６年に過去最少の２２９６人になって以降増加傾向となっていま

したが、２５６０人講コロナ関連の労災を除く）と、年年より１１２人・４．２％の減少となりました。

業種別では、①製造業４６９人、②保健衛生業４１１人講うち社会福祉施設３０４人）、③商業４１１人

講うち小売業２９６人）、④運輸業３６６人講うち道路貨物運送・陸上貨物取扱業２７６人）、⑤接客娯楽

業２４３人講うち飲食店１４２人・旅館業５７人）、⑥建設業２０７人、⑦清掃・と畜業１５１人講うち

ビルメンテナンス業８１人）、⑧林業１９人となっています。建設業で年年から べて５９人・２２．２％

の減少となっています。事故の 別では、①転倒６３４人、②腰痛などの動作の反動・無理な動作４９６

人、③墜落・転落３７７人、④はさまれ・巻き込まれ２３０人、⑤交通事故講道路）１８１人となってい

ます。年齢別には、①６０歳以上７８０人・３０．５％、②５０歳代６８８人・２６．９％と、５０歳以

上の中高年齢者で５７．３％に及んでいます。 

 

５「２０２４年度の過労死等の労災請求及び補償状況 

 ６月２５日、厚生労働省は、２０２４年度の 過労死等労災補償状況」を公表しました。過労死等に関
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する全体では、請求件数が４８１０件講年年 ２１２件・４．６％の増加）、決定件数は４３１２件で、

内支給決定件数は１３０４件講認定率３０．４％）でした。 

 脳・心臓疾患に関する労災請求件数は１０３０件で、年年度より７件講０．７％）増加しました。内過

労死の請求件数は２５５件で、年年度より８件講３．２％）の増加でした。決定件数は７８３件で、内支

給決定件数は２４１件、認定率は３０．８％でした。過労死事案では、決定件数が２３２件で、内支給決

定件数が６７件、認定率は２８．９％でした。業種別の請求件数では、 運輸業・郵便業」２１３件、 卸

売業・小売業」１５０件、 建設業」１２８件の順に多く、運輸業・郵便業の中では、 道路貨物運送業」

が最多の１５５件でした。職種別の請求件数では、 輸送・機械運転従事者」１７７件、 専門的・技術的

従事者」１４９件、 サービス職業従事者」１３６件の順になっています。輸送・機械運転従事者では 自

動車運転従事者」が１６３件と最多になっています。年齢別の請求件数では、 ５０歳代」４１１件、 ６

０歳以上」３４８件、 ４０歳代」２１３件の順となっています。支給決定となった時間外労働時間数で

は、 ４５時間未満」が０件、 ４５時間以上６０時間未満」が１件、 ６０時間以上８０時間未満」が４

６件、 ８０時間以上１００時間未満」が８０件、 １００時間以上」が合計８７件、 その他講短期間の

過重業務・異常な出来事）」が２７件となっています。 

 精神障害に関する労災請求件数は３７８０件で、

年年度より２０５件講５．７％）増加しました。内未

遂を含む過労自死の件数は２０２件で、年年 １０

件講４．３％）減少となりました。決定件数は３４９

４件で、内支給決定件数は１０５５件、認定率は３

０．２％でした。過労自死事案では、決定件数２１５

件で、内決定件数は８８件、認定率は４０．９％でし

た。業種別の請求件数では、 医療・福祉」９８３件、

 製造業」５８３件、 卸売業・小売業」５４５件の順に多く、医療・福祉では 社会保険・社会福祉・

介護事業」が最多の５８９件でした。職種別の請求件数では、 専門的・技術的職業従事者」１０３０件、

 事務従事者」７９６件、 サービス職業従事者」５５６件の順に多く、事務従事者の中では 一般事務

従事者」５７７件が最多となっています。年齢別の請求件数では、 ４０歳代」１０４１件、 ３０歳代」

８８９件、 ５０歳代」８７０件の順となっています。出来事別の支給決定件数では、 上司等から、身体

的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」２２４件、 仕事内容・仕事量の大きな変化を生

じさせる出来事があった」１１９件、 顧客や取引先、施設利用者等から著しい迷惑行為を受けた」１０

８件、 セクシュアルハラスメント」を受けたの順となっています。 

 京都では、脳・心臓疾患の請求件数が３０件講内脳血管疾患２０件、虚血性心疾患１０件）で、年年 

５件の減。内過労死事案は５件講年年８件）。決定件数は３０件で内支給決定が６件講認定率２０.０％）。

過労死事案では決定件数が５件で認定件数が０件講認定率０.０％）。精神障害の申請件数は１０７件で、

年年 ９件の増加となっています。未遂を含む過労自死は４件でした。決定件数は１１３件で、内支給決

定件数は４６件で認定率は４３．０％。過労自死事案では、決定件数が４件、内認定件数が１件講認定率
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２５．０％）でした。 

 

５「２０２４年度アスベスト関連疾患に関する労災請求及び補償状況 

 ６月２０日、厚生労働省は、２０２４年度の アスベスト関連疾患に関する労災の請求及び補償状況」

講速報値）を発表しました。 

 ２０２４年度のアスベスト関連疾病に関する労災の請求件数は１５２９件で、昨年２０２３年度の１

３０５件と べて２２４件講１７．２％）増加しています。決定件数は１３４８件で、内支給決定となっ

たのは１１３９件で認定率は８４．５％でした。この間認定率は下がり続けています；２０２０年度９

２．７％→２１年度９２．０％→２２年度８９．８％→２３年度８９．４％→２４年度８４．５％ 

疾病名 請求件数 決定件数 支給決定件数 認定率 

肺がん ６４４件 ５６１件 ４２４件 ７５．６％ 

中皮腫 ７４７件 ６７４件 ６２７件 ９３・０％ 

良性石綿胸水  ４４件 ３６件 ３０件 ８３．３％ 

びまん性胸膜肥厚  ９４件 ７７件 ５８件 ７５．３％ 

 「 特別族給給付」」「講＊）の請求件数は３７８件で、決定件数は３４３件で、内支給決定件数は２４０

件で認定率は７０．０％でした。また、 石綿肺」講＊＊）の支給決定件数は７１件でした。 

 業種別の支給決定状況は、労災保険法に基づく保険給

付で、建設業が６６．４％、製造業が２５．２％、運輸

業が２．４％、電気・ガス・水道又は熱供給事業が０．

２％、鉱業が０．２％、その他が５．６％でした。石綿

救済法に基づく特別族給給付」で、建設業５４．２％、

制帽業３６．３％、運輸業１．７％、鉱業０．４％、電

気・ガス・水道又は熱供給業が０．４％、その他７．１％

でした。 

講＊）アスベスト講石綿）による疾病で死亡した労働者の族給で、５年の時効によって労災保険の族給補償給付を受ける権利が

消滅した者に対し、 石綿による健康被害の救済に関する法律」にもとづき支給されるもの。 

講＊＊） 石綿肺」は、じん肺として労災認定された事案のうち、石綿肺と判断したものを抽出して集計したもの。 

 京都における、２０２４年度のアスベスト関連疾病に関する労災請求件数は２３件で、支給決定件数

は２９件でした。内訳は、肺がんが請求１１件・支給決定１２件、中皮腫が請求９件・支給決定１５件、

良性石綿胸水が請求件数２件・支給決定件数なし、びまん性胸膜肥厚が請求２件・支給決定２件でした。

石綿肺の支給決定件数はありませんでした。 特別族給給付」」は請求件数が６件で支給決定件数が４件

講肺がん・中皮腫各２件）でした。 
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Ⅱ「あらためて働くもののいのちと健康について考える！ 

ここで、私たちの運動の目標であり、基本におかれている、「 働くもののいのちと健康”について、あ

らためて考えてみましょう。 

 

１「 命ぬちどう宝！” 

沖縄では、「 命ぬちどう宝！”「講 いのちは宝ものだ）と言わ

れます。フォークシンガーのイルカさんは、 まあるいいのち」

という歌で、「 みんな同じ、生きているから、一人にひとつず

つ、大切ないのち」と歌っています。言うまでもなく、何ご

とにも代えがたいものは、わたしたちのいのちと健康です。

私たち一人ひとりにとって、「 かけがえのないいのち、そして

ほんとうに大切な健康」です。 

いのちと健康を守ることは、すべてのことの年提です。労働運動にとっても、すべての運動の土台で

あり、その『要』とすべき課題です。働くもののいのちと健康を守る課題は、決してたくさんある課題の

一つではありません！ 

労働者が資本家に売ることができる唯一の商品である 働く力” 労働力商品は、決して安売りして

はならないし、そして絶対に傷つけさせてもならないのです！ 

 

２「働くもののいのちと健康をどうとらえるのか？ 

それでは、働くもののいのちと健康をどうとらえたらいいのでしょうか？－働くもののいのちと健康

は、労働との関係「講 職場における労働、会社とわたし、事業者・使用者と労働者、賃労働と資本との関

係）でとらえることが大切です。 

すなわち、「 労働は、労働力講 働く力）の消費」であり、「 生活は、労働力講 働く力）の再生産」で

す。働くもののいのちと健康は、労働と生活の両面でとらえることが大切です。 

(1)労働に関係する時間講 通勤時間３労働時間３休憩時間３残業時間）が、労働者のいのちと健康に決

定的な影響を与える！ 

研究講 斎藤一 労働時間・休憩・交代制」・労働科学研究所、１９５４年）によれば、労働に関する

時間が１０．５時間以下なら「講例えば、労働時間を８時間、休憩時間を１時間として、通勤時間が往復で

１時間、残業時間が０．５時間以下なら）、帰宅後の食事や入浴、睡眠などに影響を与えませんが、これ

を超えるとまず趣味や娯楽の時間が削られ、次に新聞・読書や勉強の時間が、そして食事や入浴の時間

が、最後に睡眠が削られていきます。つまり、労働時間が長くなるにつれて、人間らしい生活が送れなく

なってしまうのです。 

㊟「１９５４年当時の斎藤さんの研究は、男性労働者の家事労働時間を考慮に入れない研究ではないかと思われますので、家事

労働時間を考慮に入れるともっと短くする必要→所定労働時間を８時間から短くする必要があります。 
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残業時間でいえば、月４５時間・１日２時間の残業時間が睡

眠時間７．５時間を確保するギリギリで、月８０時間 １日４

時間では６時間、月１００時間 １日５時間では５時間とな

り、脳・心臓疾患、メンタルヘルス不全を引き起こし、講労働力

の再生産ができなくなり）、過労死・過労自死につながっていき

ます。人間の心と体は、ほんとうに繊細でもろいものです！ 

 

(2)誤った労働者のいのちと健康に関する考え方を克服しよう！ 

①「生活習慣病 いのちと健康に関する自己責任論 

生活習慣病とは、 食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症や進行に関与する

症候群」です。そしてこれらの生活習慣を改善することにより、発症をおさえ、予防ができると説かれて

います。しかしこうした考え方にもとづけば、労働者個人の努力や責任ばかりが問題となってしまいま

す。労働者の働き方・働かせられ方が、労働者のいのちと健康に決定的な影響を与えているという真実

から目をそらせることにつながっていきます。 

②「 労災は労働者の不注意」から、 職業病は労働者本人の脆弱性が問題」とする議論 

労災は労働者の 不注意」が、職業病は労働者の 脆弱性」が主な原因とする「 本人責任論」も、間違

っています。 

 不注意」は、一定の条件で誰にも起こりえます「講 多くは労働による疲れから）。注意力には限界が

あり、注意力に頼る安全対策では再発しかねません。不注意は結果であり、原因ではありません！ リ

スクを先取りし、本質安全こそ大切です。 

労災・職業病が起こった場合、事業者は「 無過失責任」を負っていますが、正確には 労災・職業病の

発生を予防する責任」を果たさなかった責任があると言えます。 

 

(3)そもそも『健康』とはどういう状態か？！ 

 ＷＨＯ」講 World「Health「Organization、世界

保健機関、国連の専門機関の一つ）は、その憲章」

で、「 健康とは、完全な身体的、精神的及び社会福祉

の状態であり、単に疾病や病弱の存在しないことで

はない」としています。そしてＷＨＯは、２１世紀

に入って２００５年に、健康の再定義を行いました。

ヘルスプロモーション「講 Health「Promotion、健康の増進・奨励）という考え方にもとづき、「 人々が自

らの健康とその決定要因をコントロールし、改善できるようにするプロセス」が大事で、「 健康は生きる

目的ではなくて、毎日の生活の資源である」としました。 

みなさんは、「 いつも気分がよく、生き生きと日々の生活を送り、働きがいを持って仕事をして、将来

に不安がなく、充実感と希望をもって健康な生活」を送れていますか？－わたしたちがめざすべき 健
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康な生活とは！？」どういうものかを、みなさんもぜひ考えてみてください！ 

 

(4)ディーセント・ワーク講 働きがいのある人間らしい仕事）を実現しよう！ 

 ＩＬＯ」「講 International「Labor「Organization、国際労働機関、国連の専門機関の一つ）は、「 ２１

世紀における労働者の働き方・働かせ方”として「 ディーセント「・ワーク」「講 Decent「Work、働きがいの

ある人間らしい仕事）を提唱しています。 

それは、 

① ＩＬＯの中核的な労働基準の尊重と擁護 

② 良質な雇用講正規雇用、無期・直接雇用）の実現 

③ 社会保護講職場の安全と社会保障）の拡充 

④ 社会的対話講労使交渉と国を交えた政労使の対話）の促進 

⑤ 安全で健康的な労働条件で働く権利と職業上の安全及び健康の促進「講第１５５１１８７号条約）から

なり講⑤は、２０２２年のＩＬＯ総会で追加されました）、 

そして、ジェンダー平等「講両性の本質的平等）が全体を貫かれていなければならないとされています。 

 

Ⅲ「労働安全衛生法の基本を学ぶ 

労働安全衛生法は、今から５３年年の１９７２年に、労働基準法から

分離・独立する形で制定されました。 

１９６０年代、日本は高度成長時代を迎えていましたが、経済の発展・

繁栄の一方で、深刻な公害が各地で発生し、労災・職業病も頻発してい

ました講１９６０年代には労災の死亡者は５千人を超え、死傷者も４０

万人を超えていました！）。 

労働安全衛生法は、そうした労働者の犠牲の上に立って、労働者のい

のちと健康、血と汗と涙にもとづいて制定された法律と言えます。 

労働安全衛生法は、労働基準法と一体的な関係にある法律で、両者相まって労働者の安全及び衛生を

守る役割を果たしています。労働基準法と同じように、強行法規であり、取締法規です。労働者は、労働

基準法と同じように、労働安全衛生法規違反を申告して、その是正を求めることができますし、法違反に

は刑罰も課せられます。 

 

労働安全衛生法の構造・構成と主な内容 

１「第 1章 総則」講法１条～５条） 

第１条には、労働安全衛生法制定の目的が書かれています。曰く、 「この法律は、労働基準法と相まっ

て、労働災害の防止のための危険防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講

じる等その防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより、職場における労働者の安全と健康

を確保するとともに、快適な職場環境を促進することを目的とする。」とあります。 
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すなわち、労働安全衛生法は、職場における労働者の安全と健康を確保することを主たる目的とする

労働災害防止に関する一般法です。 

 

補.労安法講安衛法）の わかりづらさ” 巨大な労働安全衛生法の体系について 

労働安全衛生法は、一見わかりづらい法律です。それは、労働安全衛生法が、日本におけるすべての業

種・規模の事業所で働くすべての労働者を対象に、 職場における労働者の安全と健康を確保」講労安法１

条）する講 労働災害や職業病をおこさせない）「 労働安全衛生の一般法”という基本的性格そのものに

由来しています。 

すなわち、何本もの法律に見合う盛り沢山の制度が、統一した目的〔  職場における労働者の安全と

健康を確保」講労安法１条）する〕のもとに、一つの法律にまとめられたものであるからです。 

講参考）労働安全衛生法の体系 

・ 労働安全衛生法本体：１３章・約２００条 

・ 政令としての、労働安全衛生法施行令 

・ 厚生労働省令としての、労働安全衛生規則「：１８本・１,１５０条→労働安全衛生規則、ボ

イラー及び圧力危機容器安全規則、ゴンドラ安全規則、有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予

防規則、特定化学物質等障害予防規則、女性労働基準規則、電離放射線障害予防規則、酸

素欠乏症等予防規則、事務所衛生基準規則、粉じん障害防止規則、石綿障害予防規則、等々 

・ 厚生労働省告示：１９７本、指針に基づく公示：４５本 

・ 数多くの通達講解釈例規や指導通達） 

３・「労働基準法 

・ 労働安全衛生法の付属法：じん肺法、労働災害防止団体法、作業環境測定法 

・ 労働者派遣法第４５条講派遣労働者に係る労安法の適用の特例を規定） 

・ 労安法の特別法：船員法、国家公務員法、地方公務員法、鉱山保安法 

・ 家内労働法 

・ その他：炭鉱鉱山の一酸化中毒症に関する特別措置法、過労死等防止対策推進法、建設工

事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律 

３・「一般産業保安法講高圧ガス保安法、火薬類取締法など） 

・ 環境法 

 

第２条には、基本的な用語の定義が定められています。 

◆ 労働災害：「業務に起因して、労働者が負傷、疾病又は死亡すること」 

◆ 労働者 ：労働基準法第９条に規定されている労働者講 事業又は事務所に使用されている者で、賃

金が支払われる者）と同じ 

◆ 事業者 ：事業を行う者で、労働者を使用するもの→「 事業者」とは、事業経営の利益の帰属主体そ

のものをいい、法人であれば法人そのもの、個人事業であれば個人事業主を指します。労働基準法
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の義務主体である「 使用者」「講 労働基準法上の「使用者」は、「事業主又は事業の経営担当者その

他その事業の労働者に関する事項について、事業主のために行為するすべての者」を言う、法１０

条）とは異なり、事業経営の利益の帰属主体そのものを義務主体としてとらえ、安全衛生上の責任

を明確にしています！⇔広く使用者の責任を問えるようにしている労基法の 使用者」概念と、責

任をもって事業者にやらせることを重視している労安法の 事業者」概念！ 

 

第３条には、事業者等の責務が定められています。すなわち、「 事業者は、単にこの法律で定める労働

災害防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場に実現と労働条件の改善を通じて、職場にお

ける労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災

害の防止に関する施策に協力するようにしなければならない。」 

第３条は、労働安全衛生法における核心をなす一番大事な条文です！－労働契約の一方の当事者であ

る 事業者」に、その使用する 労働者」の安全と健康を確保すべき義務を負わせることが、労働法たる

労働安全衛生法とその関連法規の基本であり、根本です！ 

労働安全衛生法とその関連法規は、事業者の労働契約上の付随義務である 安全配慮義務」との関連

で理解されなければなりません！－労働安全衛生法とその関連法規は、使用者の労働者に対する安全配

慮義務の具体化であると言うことができます！ 

 

【重要‼】労働契約における使用者の賃」支払義務と安全配慮義務 

❶.最高裁判決「；「 使用者は、報酬支払義務にとどまらず、労働者が労務提供のため設置する場所、設備も

しくは器具等を使用し又は使用者の指示のもとに労務を提供する過程において、労働者の生命及び身

体等を保護するよう配慮すべき義務（＝以下 「安全配慮義務」という。）を負っている。」講川義事件最

高裁判決、１９８４年） 

❷.その後、２００７年制定の労働契約法の第５条「講労働者の安全への配慮）で、「 使用者は、労働契約に

伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働ができるよう、必要な配慮をするものとす

る。」と法文化されました。 

 

●.それでは事業者に求められる安全配慮義務の水準はどういうものでしょうか！ 

・「そのときどきの科学的、技術的、医学的水準に照らして 万全の注意」を払うべき「； じん肺罹患防止

のための作業環境、吸入防止器具、予防教育、健康診断などの科学的、技術的、医学的水準も絶えず

向上しているものであるから、被告会社らとしては、こうした科学技術の進歩を年提としたうえで、

上記のような諸措置を総合的かつ適切に履行し、もってじん肺防止に万全の注意を払うべき義務の履

行が求められていたというべきである。このように、使用者側としては…如何に困難が伴うとはいえ、

できるかぎりの有効な諸措置を講じるのが信義則上要請されていると言えるのである。」講日鉄鉱業松

尾採石所他事件東京高裁判決、１９９４年。その後最高裁も 正当として是認」） 
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 労働安全衛生法に定められた事業者の責務」は、大きく以下の４つの分野に分けられています。 

１.安全衛生管理体制の確立 

２.危害防止措置 

３.労働者の健康管理・健康の保持増進 

４.快適な職場環境の形成 

 

第４条には、「 労働者の努力義務」が定められています；「 労働者は、労働災害を防止するため必要な事

項を守るほか、事業者その他の関係者が実施する労働災害の防止に関する措置に協力するように努めな

ければならない。」 

 

● 労働安全衛生法と労働組合； 

労働者の安全と健康を確保する責任は「 事業者」にあり、「 労働組合」はその責務を果たさせるという

役割があります！→すなわち、労働安全衛生法は、事業者と対置し、労働者の利益を守る労働組合の存

在を年提にした法律だということができます！ 

 

２「第３章 安全衛生管理体制」講法１０条～１９条の 3）；事業場における安全衛生管理体制の確立 

 「 職場における労働者の安全と健康を確保」するためには、①.「 労働災害の防止のための危害防止基

準の確立」と併せて、②.「 責任体制の明確化」及び③.「 自主的活動の促進」が必要です「講法１条）。そ

の 責任体制の明確化」を具体化しているのが、第３章の 安全衛生管理体制」です。安全衛生管理体制

には、一般的安全衛生管理体制と請負関係における安全衛生管理体制の２つがありますが、ここでは年

者のみ取り上げます。 

 

① 一般的安全衛生管理体制 

ⅰ.総括安全衛生管理者講法１０条） 

業種 使用労働者数 

❶林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業 常時１００人以上 

➋製造業講物の加工業を含む）、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、

通信業、各種商品卸売業、家具・建具・什器等卸売業、各種商品小売

業、家具・建具・什器小売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、

機械修理業 

常時３００人以上 

❸その他の業種 常時１０００人以上 

ⅱ.安全管理者「講法１１条）；上の表の❶、➋の業種で、常時５０人以上の労働者を使用する事業場に選任

義務 
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ⅲ.衛生管理者講法１２条）；業種を問わず、常時５０人以上の労働者を使用する事業場に選任義務 

ⅳ.安全衛生推進者「講❶、➋の業務）、衛生推進者「講❸の業務）講法１２条の２）；常時１０人以上５０人未

満の労働者を使用する事業場に選任義務 

ⅴ.産業医等講法１３条）；業種を問わず、常時５０人以上の労働者を使用する事業場に選任義務 

ⅵ.作業主任者講法１４条）；一定の危険又は有害業務を行う事業場に選任義務 

 

② 安全委員会・衛生委員会・安全衛生委員会 

ⅰ.安全委員会講法１７条）；❶➋の業種で、常時５０人 or１００人以上の労働者を使用する事業場で設

置義務 

業種 使用労働者数 

❶林業、鉱業、建設業、運送業講道路貨物運送業、港湾運送業に限る）、清

掃業 

➋製造業講木材・木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、」属製品製造業、輸送

用機械器具製造業に限る）、自動車整備業、機械修理業 

常時５０人以上 

❶運送業講上に含まれるものを除く）、➋製造業講物の加工業を含み、上に

含まれるものを除く）、電気業、ガス業、熱供給業、水道業、通信業、各種

商品卸売業、家具・建具・什器等卸売業、各種商品小売業、家具・建具・什

器小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業 

常時１００人以上 

ⅱ.衛生委員会講法１８条）；業種を問わず、常時５０人以上の労働者を使用する事業場に設置義務 

ⅲ.安全衛生委員会「講法１９条）；安全委員会及び衛生委員会の設置義務のある事業場で、代えて設置可。 

＊ 委員の半数は、過半数組合もしくは過半数代表者の推薦にもとづき、指名しなければなりません。 

＊  月１回以上の開催」、「 議事の概要の労働者への周知義務」、「 記録の３年間保存」、「 時間内１有給保

障」等が必要です。 

 

３「事業者が行うべき各種義務；第４章～第７章 

 以下、 労働者・労働組合として活用できる・すべき部分」を中心に説明します。 

 

第４章 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置」講法２０条～３６条） 

(1)事業者が講ずべき措置；事業者の講ずべき措置の基本がここに集約されています！ 

①「危険防止措置「講法２０条、２１条）； 事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければ

ならない。」→❶機械、器具その他の設備による危険、➋爆発性の物、発火性の物、引火性の物等によ

る危険、❸電気、熱その他のエネルギーによる危険、❹掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作

業方法から生じる危険、❺労働者が墜落する恐れがある場所、土砂等が崩落する恐れのある場所等に

係る危険 
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②「健康障害防止措置「講法２２条）； 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければ

ならない。」→❶原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害、➋放射線、

高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害、❸計器監視、精密工作等の作業によ

る健康障害、❹排気、廃液又は残さい物による健康障害 

③「労働者の健康、風紀及び生命の保持のため必要な措置「講法２３条）； 事業者は、労働者を就業させる

建設物その他の作業場について、通路、床面、階段等の保全並びに換気、採光、照明、保温、防湿、

休養、避難及び清潔に必要な措置その他労働者の健康、風紀及び生命の保持のため必要な措置を採ら

なければならない。」 

④ 労働者の作業行動から生じる労働災害を防止するための必要な措置講法２４条） 

⑤ 労災発生の急迫な危険がある場合の労働者を作業場から退避させる必要な措置「講法２５条）； 事業者

は、労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止し、労働者を作業場から退避させ

る等必要な措置を講じなければならない」 

 

【補論】労働者の就労拒否権について 

この法２５条は、「 労働者の就労拒否権」「講 労働者には、労働者のいのちや安全・健康を脅かされると

予想される場合、就労を拒否できるとする権利）の根拠条文たりうると考えられます。 

就労拒否権は、日本国憲法・労働基準法・労働安全衛生法や労働契約における使用者の安全配慮義務か

ら当然に導き出される権利だとも言えますが、明文上の根拠はこの条文に求めるべきではないかと考え

ています。 

また、ＩＬＯの安全衛生における中心的条約である１５５号条約には、 労働者の就労拒否権」の規定

があります。日本は長い間未批准でしたが、２０２５年の通常国会で批准が承認されました【年述】。ま

た２０２２年のＩＬＯ総会でＩＬＯ加盟国が批准してなくいても守らなければならない中核的な労働基

準に付け加えられました。 

要は、「 抵抗なくして安全なし、安全なくして労働なし！」、 危険なものは扱わない、危険な場所では

働かない！」です！ 

 

第５章  機械等並びに危険物及び有害物に関する規制」講法３７条～５８条） 

以下は項目のみ 

(1)特定機械等「；①製造の許可講法３７条）、②検査講法３８条）、③検査証の交付等講法３９条）、④使用

等の制限講法４０条）、⑤検査証の有効期間等講法４１条） 

 

(2)特定機械等以外の機械等「；①渡等等の制限講法４２条）、②危険部分の防護のための措置講法４３条）、

③個別検定講法４４条）及び形式検定講法４４条の２） 

 

(3)自主検査；①定期自主検査講法４５条１項）、②特定自主検査講法４５条２項） 
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(4)危険物及び有害物に関する規制「；①製造等の禁止講第５５条）；黄燐マッチ、ベンジジン、石綿等、②

製造の許可講法５６条）；ジクロルベンジジン、ベリリウム等、③表示等講法５７条）、④文書の交付

等講法５７条の２）、⑤表示義務の対象物及び通知対象物について事業者が行うべき調査等講法５７条

の３）、⑥新規化学物質の有害性の調査講法５７条の４）、⑦有害性の調査の指示講法５７条の５） 

 

＊  化学物質管理のあり方の見直し」が、２０２２年５月以降行われてきました「；①ラベル・ＳＤＳ講安

全データシート）の伝達やリスクアセスメントの実施義務対象物質の大幅な増加、②リスクアセスメ

ントの結果を踏まえた、労働者のばく露する濃度が基準以下となるよう義務付け、③化学物質を製造・

取り扱う労働者に、適切な保護具の使用の義務付け、④自律的な管理に向けた実施体制の確立 

 

第６章  労働者の就業に当たっての措置」講法５９条～６３条） 

以下は、雇い入れ時の安全衛生教育と中高年齢者等についての配慮を中心に 

(1)安全衛生教育 

①「雇入れ時と作業内容変更時の教育講法５９条）； 

 ❶事業者は、労働者を雇い入れたときは、当該労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、そ

の従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行わなければならない。➋「❶の規定は、労働者

の作業内容を変更したときについて準用する。」 

②「特別教育講法５９条３項）； 

 事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、厚生労働省

令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための特別の教育を行わなければならな

い。」 

③ 職長等の教育講法６０条） 

④ 危険又は有害業務従事者に対する教育講法６０条の２） 

 

(2)就業制限等「；就業制限講法６１条）、中高年齢者等についての配慮「講法６２条）； 事業者は、中高年齢

者その他労働災害の防止上その就業に当たって特に配慮を必要とする者については、これらの者の心

身の条件に応じて適正な配置を行うように努めなければならない。」 

 

第７章 健康の保持増進のための措置」講法６４条～７１条） 

以下は、 健康診断」、 長時間労働を行った労働者に対する医 による面接指導の実施」、 事業者の労

働者の労働時間の状況の把握義務」、 ストレスチェック」を中心に 

(1)作業環境測定；①作業環境測定講法６５条）、②作業環境測定の結果の評価等講法６５条の２） 

(2)作業の管理及び作業時間の制限「；①作業の管理講法６５条の３）； 事業者は、労働者の健康に配慮し
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て、労働者の従事する作業を適切に管理するように努めなければならない。」、②作業時間の制限講法

６５条の４） 

(3)健康診断 

①「一般健康診断講法６６条１項）； 事業者は、労働者に対し、医 による健康診断を行わなければなら

ない。」→❶雇入れ時の健康診断講労働安全衛生規則４３条）；常時使用する労働者を雇い入れすると

き、➋定期健康診断講規則４４条）；1年以内ごとに１回、定期に、❸特定業務従事者に対する定期健

康診断講規則４５条）；配置替えの際及び６カ月に１回、定期に、❹海外派遣労働者に対する健康診断

講規則４５条の２）；日本以外に６月以上派遣しようとするとき、❺給食従業員の健康診断講規則４７

条）；雇入れの時と配置換えの時、検便による健康診断を 

②「特殊健康診断講法６６条２項１３項）；有害業務に、雇入れの時、配置換えの時及び６月以内ごとに 1

回 

③ 臨時健康診断講法６６条４項）；都道府県労働局長の判断で実施 

④ 労働者の健康診断受診義務講法６６条５項） 

⑤「自発的健康診断の結果の提出講法６６条の２）；深夜業に従事する労働者が健康診断を受けた６カ月

で平均１月４回以上の深夜業に従事した場合 

⑥「健康診断の結果の記録講法６６条の３）；❶健康診断の結果の記録講規則５１条）：５年間、➋健康診

断結果の報告講規則５２条）：常時５０人以上の労働者を使用する事業者は、遅滞なく、定期健康診断

結果報告書を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

⑦「医 からの意見聴取講法６６条の４）と健康診断実施後の措置講法６６条の５）；異常の所見があると

診断された労働者に対し、当該労働者が健康を保持するために必要な措置について、医 からの意見

聴取を行い、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置をとると

ともに、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備の措置をとり、安全衛生委員会に報告し

なければならない。 

⑧ 「労働者に対し、健康診断の結果の通知講法６６条の６）と保健指導等の実施講法６６の７） 

(4)長時間労働を行った労働者に対する医 による面接指導の実施講法６６条の８） 

①「長時間に等る労働に対する面接指導等講法６６条の８）；❶対象；月８０時間以上の時間外労働１疲労

の蓄積、➋労働者からの申し出にもとづき、遅滞なく、❸医 による面接指導の実施とそれにもとづ

く医 からの意見聴取、❹記録の作成とその５年間保存、❺改善措置の実施 

②「研究開発業務従事者に対する係る面接指導の実施講法６６条の８の２）；1月当り１００時間を超える

時間外労働があった場合に実施 

③ 事業者の労働者の労働時間の状況の把握義務講法６６条の８の３） 

④ 高度プロフェッショナル制度講特定高度専門業務・成果 労働制）の適用を受ける労働者に係る面接

指導の実施講法６６条の８の４）；健康管理時間講 事業場内にいた時間３事業場外において労働し

た時間）が 1週当り４０時間を超えた時間について、１月当り１００時間を超えた場合、面接指導を
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実施しなければならない。 

 

(5)ストレスチェック講心理的な負担の程度を把握する検査）の実施講法６６条の１０） 

①「ストレスチェックの実施講法６６条の１０・第 1 項）； 事業者は、常時使用する労働者に対し、1 年

以内ごとに 1 回、定期に、ストレスチェックを行わなければならない。」→常時使用する労働者が５

０人未満の事業場は、当分の間、努力義務講法附則４条）「【２０２５年改正で５０人未満の事業場も義

務化に】 

②「ストレスチェック結果の労働者への通知講法６６条の１０・第２項） 

③「ストレスチェックの結果の集団分析「講労働安全衛生規則５２条の５４）；集団分析を必ず行い、職場改

善に生かそう！ 

④「ストレスチェック結果に基づく面接指導の対象者と面接指導の実施講法６６条の１０・第３項）：講対

象労働者）心理的な負担の程度が高い者で、医 等が必要性を認めた者、講面接指導の実施）、対象労

働者の申し出に基づいて 

⑤「意見聴取後の措置講法６６条の１０・第５項１６項）；就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、

深夜業の回数の削減の措置と労働安全衛生委員会等への報告 

⑥ ストレスチェック結果報告書の所轄監督署長への提出講規則５２条の２１）；１年以内「「「 

ごとに１回、定期に 

 

(6)健康管理手帳の交付「講法６７条）；労働局長、がんその他の重度の健康障害を生じる恐れのある業務に

従事していた労働者に対し、離職の際又は離職後に、当該業務に係る健康管理手帳を交付する。 

 

(7)伝染性の疾病等の罹患者の就業の禁止講法６８条） 

 

(8)受動喫煙の防止の努力義務講法６８条の２）；すべての事業者に職場の全面禁煙又は空間分煙の義務

化 

 

(9)健康教育や健康相談実施の努力義務講法６９条） 

 

第７章の２ 快適な職場環境の形成のための措置」講法７１条の２～４） 

 

第８章 免許等」講法７２条～７７条） 

 

第９章 事業場の安全又は衛生に関する改善措置等」講法７８条～８０条） 

 

第１０章 監督等」講法８８条～１００条） 
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＊ 労働者の申告「講９７条）； 労働者は、事業場にこの法律又はこれに基づく命令の規定に違反する事実

があるときは、その事実を都道府県労働局長、労働基準監督署長、労働基準監督官に申告して是正の

ための適当な措置をとるよう求めることができる。」、 ２「事業者は、年項の申告をしたことを理由と

して、労働者に対し、解雇その他の不利益な取扱いをしてはならない。」 

 

第１１章 雑則」講法１０１条～１１５条の２） 

 

第１２章 罰則」講法１１５条の３～１２３条） 

＊ 両罰規定講法１２２条）；行為者を罰するとともに、事業者にも罰」刑を科す。 

 

附則；法改正時の施行期日、政令への委任、罰則に関する経過措置など 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ「労働者・労働組合の いの健」・ ローアン」活動講＊）の進め方 

講＊）いの健 働くもののいのちと健康を守る活動、ローアン 職場の労働安全衛生活動 

１「 いの健・ローアン」労働者・労働組合八訓 

１「わたしたち労働者が生きている社会 資本主義社会においては、労働者は団結して闘わなければ人

間らしく生きていくことができない！ 

２「労働者が持つ資本家に対抗できる唯一の力は 数の力”であり、労働者の 数の力”は団結し知識

に導かれる場合にのみ発揮される。 

３「日本における最高法規である日本国憲法は、 労働者の団結し闘う権利”である 労働基本権」を、

 人間らしく生きていく上で必要不可欠な基本的権利”である「 基本的人権」として、無条件に全

面的に保障している。 

４「賃上げ、時短、同一労働同一賃」・均等待遇、過労死やハラスメントの一掃、安定した雇用などの

労働者の切実な要求を実現できるのは、労働組合の闘いである。 

５「資本家は、社会に強制されない限り、労働者のいのちと健康について全く配慮しない。 

６「労働者が資本家に売ることができる唯一の商品である「 働く力” 労働力商品は、決して安売りし

てはならない、そして絶対に傷つけさせてもならない。 

７「働くもののいのちと健康を守る活動 労働安全衛生活動は、労働組合の数多くある活動の one「of「

them”では決してない。 いの健・ローアン”活動を職場と地域で強めることは労働組合の活動強化
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につながっていく。 

８「すべての活動にジェンダー平等講 両性の本質的平等）の視点を貫くこと。パート・アルバイト、

派遣などの非正規労働者、青年労働者講年少者、未熟練者）、女性労働者講妊産婦）、高齢労働者、

障害を持った労働者、ＬＧＢＴＱ「講性的マイノリティー）、外国人労働者等に必要な配慮を行い、と

もに彼らの要求実現をめざして闘わなければならない。 

 

２「労働組合として、「 働くもののいのちと健康を守る活動「講 いの健）」、「 職場の労働安全衛生

活動講 ローアン）」を抜本的に強化しよう！ 

労働組合があるのに、職場で労働者のいのちや健康が破壊されて

いるということはあってはならないし、それが起こっているという

ことは労働組合のとりくみが不十分な証拠！ 

職場の組合員一人ひとりの参加が大事！；労働者のいのちと健康

を守るとりくみは、労働者の学習と職場点検によって、労働者の権利

意識と自覚を高め、職場に労働組合を建設し、強化する活動である。 

 

● 職場における労働災害防止対策の基本講中災防 安全の指標」より） 

１「安全衛生管理体制の確立 

２「労働安全衛生マネジメントシステムの導入と定着 

３「リスクアセスメントの実施 

４「機械設備の安全化；人はミスをする！「機械は故障する！「絶対安全は存在しない！ 

５「適正な作業方法の確立 

６「安全教育の実施 

７「日常的な安全衛生活動；ＫＹＴ講危険予知訓練）、５Ｓ講整理、整頓、清掃、清潔３しつけ）、ヒヤ

リ・ハット報告運動、安全衛生改善提案運動、ツールボックス講作業開始年等の）ミーティング、

職場巡視講安全衛生パトロール） 

 

● 労働者のいのちと健康を守る活動における労働組合の役割 

１「長時間・過密労働、夜勤、交代制勤務、変形労働など、過重労働の軽減と規制 

２「労災・職業病の認定・補償闘争とその予防のとりくみ 

３「安全基準・作業基準の作成・提案 

４「安全衛生教育の徹底、健康診断の受診の促進、結果の分析と事後措置・改善提案 

５「採光・照明、騒音、換気、清潔など職場環境の適正化 

 

● 労働組合として何をなすべきか！ 

★「日常的に職場を点検し、職場の労働者の状態の把握する！ 
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・ 職場はどうなっているのか？「労働者の労働、意識と実態はどうか？「要求は何か？―をつかむ！―調

査活動から始めよう！アンケート調査を実施してみよう！「職場巡視をしよう！「職場集会を開催し

て意見を聞こう！；「 労働安全衛生活動は、点検に始まり、点検に終わる！」 

★「 労働者一人ひとりを大切に！”－ひとりの悩みや苦しみ、けがや病気も見逃さないこと！ 

★「労災・職業病の救済講補償）と予防は 車の両輪”「；予防と補償を結合した運動を！→保障・認定闘争

から予防・安全闘争へ； 労働組合の価値は予防してなんぼ！」 

 

３「当面する いの健・ローアン」活動の焦点と進め方 

(1)労働者のいのちと健康を守る年提としてのたたかいの強化を！ 

①「労働者・国民のいのちをまもるたたかいとしての 戦争をなくし、平和と憲法を守るたたかい」 

ⅰ.ロシアのウクライナ侵攻、イスラエルのガザに対するジェノサイド攻撃を一日も早くやめさせ、国連

憲章にもとづいた国際平和を回復する国際的な連帯したたたかい 

ⅱ.核兵器の廃絶、そのための核兵器禁止条約の批准をめざすたたかい 

ⅲ.敵基地攻撃の保有・大軍拡、憲法改悪に反対し、立憲主の回復をめざすたたかい 岸田内閣の退陣・

政治革新をめざすたたかい 

②「労働者・国民の健康を守るとりくみとしての貧困をなくすたたかい 

ⅰ.賃」の大幅な引き上げと底上げの実現；春闘、人勧闘争、最賃闘争のさらなる年進・高揚を！ 

・  貧困」は、労働者・国民のいのちと健康の最大の阻害要因！「；最賃体 が教えてくれること「講 ㋐.

健康を害する、㋑.政治・社会への関心がなくなる、㋒.社会的なお付き合い・交際ができなくなる→

憲法で保障された 健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」が著しく侵害される！）。「 貧困」は、

社会からの排除・孤立！ 

・ 低賃」と長時間労働はメダルの裏表、一体のもの！「；低賃」が長時間労働につながり、長時間労働が

低賃」を温存する。Ex.トラック・バス、タクシーなどの交通労働者の長時間労働。最低生計費月２

５万円 年３００万円をかせぐのに、最賃１０００円だと年３０００時間、１５００円だと２０００

時間、２０００円だと１５００時間働く必要がある。 

ⅱ.社会保障の改悪を阻止し、社会保障機能の再生・回復を！；医療・介護・保育・教育の無償化、生活

保護制度の改善・住宅政策の充実を！→賃」と社会保障は、労働者・国民のくらしを守る車の両輪！ 

 

(2)長時間・過密労働の改善、ハラスメントの一掃を！ 

①「長時間・過密労働の改善を！―労働組合は長時間・過密労働を規制できる！ 

・ 時間外労働・休日労働をするには、過半数組合 or 過半数代表者との労使協定が必要 

・ 変形労働、裁量労働、適用除外も… 

・ 三六協定講特に特別条項付きの三六協定）等の労使協定の締結・更新時のチェックをきちんと行おう！「 

②「ハラスメント防止法を活用して、事業主に雇用管理上必要な措置を講じさせ、その責務を果たさせよ

う！ 
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(3)労働安全衛生法１関連法規を生かしたとりくみの強化を！ 

①「安全衛生委員会の位置付けを強化し、積極的な活用を！ 

労働安全衛生法で設置が義務づけられ、委員長を除く委員の半数が過半数組合もしくは過半数代表者

の推薦する者で構成される安全衛生委員会は、労働者・労働組合が奮闘して職場における安全１健康問

題の対策と解決、労働条件改善のための調査審議機関にしていく必要があります。 

労働組合として、安全衛生委員会対策をしっかり行い、開催の年にしっかり準備し、調査に基づく改善

提案をしていきましょう。そして、安全衛生委員会で解決・実現しなかったことについては、団体交渉で

取り上げてその実現を迫っていきましょう。 

〇「安全衛生委員会において審議すべき事項「講労安法１７条１１８条、労安規則２１条１２２条より） 

❶「労働者の危険又は健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

➋「労働者の健康の保持・増進を図るための基本となるべき対策に関すること。 

❸「安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。 

❹「安全衛生に関する規定の作成に関すること。 

❺「労働災害の原因及び再発防止対策に関すること。 

❻「危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講じる措置に関すること。 

❼「安全衛生教育の実施計画の作成に関すること。 

➑「化学物質の有害性調査とその結果に対する対策の樹立に関すること。「「 

❾「作業環境測定の結果及びその結果の評価に基づく対策の樹立に関すること。 

❿「健康診断等の結果及びその結果に対する対策の樹立に関すること。 

⓫「労働者の健康の保持増進を図るため必要な措置の実施計画の作成に関すること。 

⓬「長時間労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること。 

⓭「労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。 

⓮「リスクアセスメント対象物に労働者がばく露される程度の提言措置に関すること並びに医 又は 

歯科医 によるリスクアセスメント対象物健康診断の実施に関すること。 

⓯「労働基準監督署等からの命令、勧告のうち、労働者の危険又は健康障害の防止に関すること。 

 

(4)通達・指針、ガイドラインの積極的な活用を！－通達・指針、ガイドラインを生かせるのは、労働組

合！ 

①「 労働時間の適正把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」講２０１７年１月２０

日改定）；労働時間管理をきちんとやらせる！「サービス残業を許さない！ 

②「「 過重労働による健康障害防止のための総合対策」「講２０１６年４月１日改定）「；過労死や過労自死を

発生させない！ 

③「「 労働者の心の健康の保持増進のための指針」「講２０１５年１１月３０日改定）；メンタルヘルス不全

を起こさせない！ 
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④「「 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき

措置等についての指針」講２０２０年６月１日）；いじめ・ハラスメントを許さない！ 

⑤「 事業者が講ずべき快適な職場環境形成のための措置に関する指針」講１９９７年９月２５日改正）；

快適職場をつくる！ 

 

４ いの健・ローアン」活動の強化を通じた労働組合の強化・拡大を実現しよう！ 

(1)いの健・ローアン活動と労働組合講これまでの復習・繰り返し！） 

・ 職場でいの健・ローアン活動を担い、推進するのは労働組合！ 

・ 職場における労働者の働き方を規制できるのは労働組合だけ！ 

①「労働安全衛生法は労働組合の存在を年提とした法律 

②「安全衛生委員会は、労使同数 労使対等の立場で、労働者の安全と健康の確保、快適な職場環境の実

現について、事業者に意見を述べることができる組織。 

③「過半数組合 or 過半数代表者は、三六協定などさまざまな労使協定を締結・チェックできる。 

④「 同一労働同一賃」ガイドライン」や パワハラ指針」などのさまざまな厚労省の通達や指針、ガイド

ラインを活用し、改善できるのは労働組合。 

 

(2)労働組合に入っていない仲間講 未組織労働者）にどう働きかけて労働組合の加入をかちとるのか？

講 労働組合の 魅力”をどう語るのか？）；労働組合に加入すると、 人間らしく働き、人間らしく

生きる”ことができるようになる！ 

①「 人間らしく働く」ことができるようになる！ 

・ 資本家講経営者、使用者、事業者）と対等・平等の立場に立ってものが言えるようになる。労働者一

人一人バラバラだと思うことも言えず、資本家の好きなようにされてしまう。 裸で狼の群れの中に」

いるようなもの…。 

・ 労働組合に団結したたかって、賃上げ・時短など労働諸条件の改善、雇用の確保など労働者のさまざ

まな切実な要求を実現できる！ 

②「 人間らしく生きる」ことができるようになる！；労働組合に参加して活動するようになれば、 人

間らしく生きる」ことができる！ 

・ 職場を変える闘いへの参加；団体交渉への参加、ストライキの実施、労働協約の締結などなど 

・ 講さまざまな人々や団体とも共同して、その中軸・屋台骨を担って）日本や地域の政治・経済、社会

を変えるさまざまなたたかいに参加できる。 

◎「いの健・ローアン活動の年進・発展を通して、労働組合運動のバージョンアップ講 組織の拡大・強

化）を実現しよう！ 

講以上） 

労働安全衛生法と職場の労働安全衛生活動の進め方についての学習参考文献の紹介 
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１「労働法の概説書 

① 西谷敏 労働法[第３版]」講日本評論社、２０２０年５月第１刷、４８００円３税） 

２「労働安全衛生法の入門書 

② 村上剛志１佐々木昭三 働く者の労働安全衛生入門シリーズ⑧やさしい労働安全衛生法・労働安全衛

生規則」講かもがわ出版、２００８年８月第１刷、１６００円３税） 

③ 古市泰久 健康で安全に働くために❸職場で活用できる労働安全衛生法の基礎知識」講学習の友社、

２００９年６月初版、９５２円３税） 

３「労働安全衛生法の標準的な概説書 

④ 畠中信夫 中災防ブックス⑥労働安全衛生法のはなし」講中央労働災害防止協会、２０１９年７月第

１刷、１７００円３税） 

４「労働安全衛生法の参考書 

⑤ 角森洋子 改訂３版・わかりやすい労働衛生管理」講経営書院、２４００円３税） 

⑥  労働安全衛生法のポイント・改訂７版」講労働調査会、２０２４年３月発行、１０００円３税） 

⑦ 木村嘉勝 改訂９版・図解よくわかる労働安全衛生法」講労働調査会、２０２３年５月発行、２２００

円３税） 

５「労働安全衛生法１労働安全衛生規則の法文 

⑧  安全衛生担当者必携・労働安全衛生法実務便覧【改定２５版】」講労働調査会、２０２４年７月発行、

２０００円３税） 

⑨  安全衛生担当者必携・労働安全衛生規則実務便覧【改定２４版】」講労働調査会、２０２４年７月発

行、２０００円３税） 

６「職場の労働安全衛生活動を進めて行く上での参考書 

⑩ 中央労働災害防止協会編 安全の指標・令和６年度」講中央労働災害防止協会、２０２４年５月発行、

７５０円３税） 

⑪ 中央労働災害防止協会編 労働衛生のしおり・令和６年度」講中央労働災害防止協会、２０２４年８

月発行、７５０円３税） 

７「 いの健」 ローアン」活動の学習書  

⑫ 福地保馬 健康で安全に働くために❹ディーセント・ワークの実現を―労働安全衛生活動の基本」講学

習の友社、２０１０年１２月初版、９５２円３税） 

⑬ 福地保馬 労働と健康－ディーセント・ワークの実現を目指して」講北海道大学出版会、４０００円

３税） 

⑭ 辻村一郎著・藤野ゆき編 働くもののいのちと健康を守る活動―その原則と道筋―」講せせらぎ出版、

２０１７年３月第１刷、１８５２円３税） 

⑮ 細川汀編著 健康で安全に働く－ディーセント・ワークの実現のために」講文理閣、１６００円３税） 

⑯ 岸‐」堂玲子、森岡孝二編著 健康・安全で働き甲斐のある職場をつくる‐日本学術会議の提言を実

効あるものに」講ミネルヴァ書房、３４００円３税） 
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～「このパンフレットを手にされたあなたに贈る二つの言葉「～ 

● 学ぶとは、真実を胸に刻むこと。教えるとは、ともに未来を語ること」 

講フランスの詩人のルイ・アラゴンが、１９４３年、ヒットラーナチスの

弾圧により、ストラスブール大学の教授や学生が逮捕・銃殺されたこと

を悼み、書いた ストラスブール大学の歌」の一節より、詩人でフラン

ス文学者の大島博光さんの訳文は 教えるとは、希望を語ること。学ぶ

とは、誠実を胸に刻むこと」） 

● 階級社会は、『無知』と『貧困』によって支えられている」 

講同時多発テロからアフガニスタン侵攻そしてイラク戦争に至るアメリ

カの裏側を暴露した、マイケル・ムーア監督の映画 華氏９１１」にお

ける監督の独白）→ 知は力！」と言われるが、 無知は無力」ではな

く、 無知は支配階級の思うがまま！！」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ このパンフレットは、いの健京都センターのホームページから無料でダウンロードできます！  

どうぞ、ご自由に活用ください！！ 
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いの健京都センター（働くもののいのちと健康を守る京都センター） 
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